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⚫ 平成30年改正で創設した限定提供データ関連の規律の見直しの要請を踏まえ（※施
行後３年（2022年7月）が目途）、制度創設時からの実務の進展、また、政府全体
で推し進めるデジタル化の進展等を念頭に、現行法令の実効性を改めて検証し、指
針の改訂による運用面の見直しを図る。

１．施行後３年見直しの要請と今次見直しの視点

 「不正競争防止法等の一部を改正する法律案に対する附帯決議（衆議院）」
「一 政府は、この法律の施行後三年を目途として、データの適正な流通及び利活用を促進する観点から、データに
関連するビジネスの展開、技術革新、経済社会の情勢の変化等を踏まえ、この法律による改正後の不正競争防止
法の規定の実施状況を勘案し、当該規定について検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて所
要の措置を講じること。」

 「不正競争防止法等の一部を改正する法律案に対する附帯決議（参議院）」
「一 本法施行後三年を目途として、データの適正な流通及び利活用を促進する観点から、データに関連するビジネ
スの展開、技術革新の動向等を踏まえ、改正後の不正競争防止法の規定の実施状況について検討を加え、所要
の措置を講ずること。…」

Ⅰ「限定提供データに関する指針」の見直し（運用面の見直し）

➢ 制度施行後、限定提供データの利活用が進む中で、①解釈の明確化等の要請が寄せられた
論点、②今後、利用が増加すると考えられるデータPF・取引事業者が制度実装する際の論
点に関する追記を検討。

Ⅱ制度（規律）の見直し

➢ 平成30年改正時に措置を見送った事項の検証とともに、運用面からみての制度課題について
検討。
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２．「限定提供データに関する指針」の見直し－全体方針・項目

⚫ ①制度施行後、限定提供データの利活用が進む中で解釈の明確化等の要請が寄せられた論点、
②今後、利用が増加すると考えられるデータPF・取引事業者が制度実装する際の論点について、
指針の改訂を検討。

 「提供」要件の明確化：現行指針では、「提供」要件について明確な解説を行っていないところ、一般的な解説を行
うとともに具体例を追記。

 「電磁的管理」と社内管理：現行指針では、電磁的管理は、「データを提供する際に」施されている必要があると整理。
そのため、社内でのデータの取扱いに際して電磁的管理がなされていないことにより本要件が否定されることはないと考えら
れるところ、この点を明確化することを検討。

 転得類型における「悪意」：今後、政府のガイドライン等において、データPFによる来歴情報付与が推奨されていくことが
想定。当該来歴情報を信頼した場合については、不正行為の介在の認識がないと考えられる旨追記。

 「電磁的管理」の対象：現行指針では、電磁的管理の対象について明確な解説を行っていないところ、当該データ専
用の管理がなされている場合に本要件を満たすことについて、明確化するとともに具体例を追記。

 「任務違背」：ライセンス契約に関する事例に関し、「限定提供データの管理に係る任務」が認められうる場合の具体
例を追記。

客体要件

 「請求権者」：現行指針では、請求権者について明確な解説を行っていないところ、一般的な整理を行うとともに、特に、
データPFや委託者が請求権者になり得る場合について明確化。

正当取得類型

転得類型

その他

 転得類型とデータの同一性：転得したデータを用いて加工情報を作成し、当該加工情報を第三者に開示する場合、
転得したデータと開示するデータとが実質的に同一の情報にあたらなければ、不正競争に該当しない旨追記。
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２．限定提供データに関する指針の見直し－各論（提供要件）

 「提供」要件の明確化（改訂案指針、P９）：現行指針では、「提供」要件について明確な解説を行ってい
ないところ、一般的な解説を行うとともに具体例を追記。

＜改訂趣旨＞
• 現行指針では、「提供」要件について

明確な解説を行っていないところ、どの
ような場合に本要件を満たすかという
点に疑義。

• 「提供」について解説を行うとともに、
具体例を記載することで、上記疑義
の解消を図ることを目的に改訂を検
討。



＜改訂趣旨＞
• 電磁的管理要件を満たすために、社

内管理を行う必要があるかという点に
疑義。

• 現行指針においても、「データ保有者
がデータを提供する際に」電磁的管理
が必要と記載されているとおり（現行
指針10頁）、社内でのデータの取
扱いに際して電磁的管理がなされて
いないために本要件が否定されるこ
とはないと考えられる。その旨を確認
的に記載することで疑義の解消を図
ることを目的に改訂を検討。

• 加えて、実際にデータ提供を開始し
ていない段階における本要件の考え
方についても整理・改訂を検討。
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２．限定提供データに関する指針の見直し－各論（電磁的管理）

 「電磁的管理」と社内管理（改訂案指針、P１０） ：現行指針では、電磁的管理は、「データを提供する際
に」施されている必要があると整理。そのため、社内でのデータの取扱いに際して電磁的管理がなされていないこと
により本要件が否定されることはないと考えられるところ、この点を明確化することを検討。
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２．限定提供データに関する指針の見直し－各論（電磁的管理）

 「電磁的管理」の対象（改訂案指針、P１１，１２） ：現行指針では、電磁的管理の対象について明確な
解説を行っていないところ、当該データ専用の管理がなされている場合に本要件を満たすことについて、明確化す
るとともに具体例を追記。

＜改訂趣旨＞
• 電磁的管理性要件を満たすためには、

何に対する管理がなされているべきか、
という点に疑義。

• データ専用の管理がなされている場
合には、本要件を満たすと考えられる
ところ、その旨記載すること及び具体
例を追加することで疑義の解消を図
ることを目的に改訂を検討。

指針では、「アクセスを制限する技術」の
具体例として、ID・パスワード、ICカード・
特定の端末機器・トークン、生体情報等
を例示している（指針改定案（資料
5）11～12頁参照）。
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２．限定提供データに関する指針の見直し－各論（任務違背）

＜改訂趣旨＞
• ライセンス契約において、どのような場

合に、ライセンシーに「限定提供データ
の管理に係る任務」が認められるかに
ついて、具体例を追加することに関す
る要望が寄せられていたところ。

• ライセンシーがデータを利用する過程
で取得した情報をライセンサーにフィー
ドバックする義務を負っている等の場
合には、「限定提供データの管理に
係る任務」が認められる場合がある
と考えられることから、その旨の具体
例を追加。

 「任務違背」（改訂案指針、P３５） ：ライセンス契約に関する事例に関し、「限定提供データの管理に係る
任務」が認められうる場合の具体例を追記。
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２．限定提供データに関する指針の見直し－各論（転得類型「悪意」）

 転得類型における「悪意」 （改訂案指針、P３９） ：今後、政府のガイドライン等において、データPFによる来
歴情報付与が推奨されていくことが想定。当該来歴情報を信頼した場合については、不正行為の介在の認識が
ないと考えられる旨追記。

＜改訂趣旨＞
• 今後、政府のガイドライン等において、

データPFによる来歴情報付与が推奨
されていくことが想定される。

• このような来歴情報を信頼した場合
には、不正行為の介在の認識がな
いと考えられるところ、その旨を追記
することで、データPF上で行われる
データ取引の促進に寄与することを目
的に改訂。
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２．限定提供データに関する指針の見直し－各論（転得類型とデータの同一性）

 転得類型とデータの同一性（改訂案指針、P４１） ：転得したデータを用いて加工情報を作成し、当該加工
情報を第三者に開示する場合、転得したデータと開示するデータとが実質的に同一の情報にあたらなければ、不
正競争に該当しない旨追記。

＜改訂趣旨＞
• 特に、データPFを想定し、転得した

データを用いて加工情報を作成し、
当該加工情報を第三者に開示する
データPFについて、転得したデータと開
示するデータとが同一の情報にあたら
なければ、不正競争に該当しない旨
追記。

• 適用除外の対象となっている「オープ
ンなデータと同一」の情報について、
「同一」とは、そのデータが「オープンな
データ」と実質的に同一であることを意
味するとし、並びを単純かつ機械的に
変更しただけの場合には、実質的に
同一であると考えられる、と整理（指

針改定案（資料5）17～18頁参照） 。
• また、「開示」について、取得したデー

タを用いて生成されたデータベース等
の成果物を開示する行為は、その成
果物が元データと実質的に等しい場
合や実質的に等しいものを含んでいる
と評価される場合には、元データの
「開示」に該当する…、と整理（指針

改定案（資料5）21～22頁参照） 。



9

２．限定提供データに関する指針の見直し－各論（請求権者）

 「請求権者」（改訂案指針、P４２～４４） ：現行指針では、請求権者について明確な解説を行っていない
ところ、一般的な整理を行うとともに、特に、データPFや委託者が請求権者になり得る場合について明確化。

＜改訂趣旨＞
• 現行指針では、請求権者について明

確な解説を行っていないところ、特に
データPFや委託者が請求権者になり
得るかという点に疑義。

• 請求権者に関する一般的な整理を
行うとともに、データPFや委託者が請
求権者になり得ることについて追記す
ることにより疑義の解消を図ることを目
的に改訂。

• また、データPFについては、データPFが
請求権者になり得る場合について整
理を行うことにより、限定提供データを
活用したデータPFの促進につなげてい
くことも企図。
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２．限定提供データに関する指針の見直し－各論（請求権者）



３．制度課題①ー創設時に検討されたが措置を見送った事項
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⚫ 限定提供データに係る制度の創設時には、取引の安全に配慮する観点から、①限定提供データ
侵害の刑事罰化、②限定提供データ侵害品の譲渡等規制、③転得類型における重過失規制、
④悪意転換後の使用行為規制については、措置を見送っているところ。

①限定提供データ侵害の刑事罰化
➢ 悪質性の高い行為については、不正アクセス行為の禁止等に関する法律等に倣い、少なくとも不正取得類型につ

いては、刑事罰を導入すべきといった意見もあったものの、刑事措置については、データの利用者の萎縮に配慮する
観点から、今後の状況を踏まえて、引き続き検討すべきであるとされ、措置は見送られている。

②限定提供データ侵害品の譲渡規制
➢ データの不正使用により学習したＡＩの方が、製品としての価値が高いことも想定されることから、不正使用により生

じた物についても、民事措置の対象とすべきとの意見があった一方、ＡＩ学習済みモデルの作成において、データ自
体の価値による寄与率の判断は、現時点では難しいとの意見もあった。

➢ 結果として、データの不正使用により生じた物（物品、ＡＩ学習済みモデル 、マニュアル、データベース等）の譲渡
等の行為は、対象とすべきではない、とされ、営業秘密では不正競争行為とされている侵害品の譲渡規制の措置
は見送られている。

③転得類型における重過失規制
➢ 取引の安全の観点から、「営業秘密」とは異なり、入手経路への注意義務が転得者に課されないよう、重過失の

者は対象外とすべき、とされ、重過失規制は措置されていない（「悪意」が必要）。一方、改正法の施行状況、経
済社会情勢等を踏まえ、「悪意」に加えて「重過失」も規律することについては引き続き検討すべきとの意見もあった。

④悪意転換後の使用行為規制
➢ （現行法では、善意取得者の悪意転換後の使用行為は不正競争とされていないが、）転得者が事後的に「悪

意」に転じた場合の使用行為を「不正競争行為」と位置づけることについては引き続き検討すべきとの意見もあった。

不正競争小委「データ利活用促進に向けた検討 中間報告」（平成30年1月） での整理

論点 制度施行後、これらの規律の創設・拡充を新たに検討すべき事情が生じているか。



＜現行制度＞
➢ 不競法2条7項は、「営業秘密」と「限定提供データ」の違いに着目し、両者の重複を避けるため、「営業秘密」
を特徴づける「秘密として管理されているもの」を「限定提供データ」から除外。

３．制度課題②－施行後に実務・制度実装の観点等から指摘されている課題
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⚫ 限定提供データに係る制度施行後、実務・制度実装の観点から、以下の点が指摘されている。

①「秘密として管理されているものを除く」要件（不競法2条7項）の解釈

②善意取得者保護に係る適用除外（不競法19条1項8号イ）の善意の判断基準時

①「秘密として管理されているものを除く」要件の再検討

＜制度施行後に指摘されている課題＞
➢ 現規定を前提とすると、「秘密として管理されている」が、「公然と知られてい」る（公知な）情報については、本
要件により、限定提供データとしての保護を受けず、また、公知情報であるが故に営業秘密としての保護も及ば
ない。一方で、「秘密として管理されておらず、公然と知られている情報」については、限定提供データの保護が
及び得ることとなり、むしろ管理されている情報の方がいずれの制度によっても保護されない結論となり、バランス
を欠くのではないか。

➢ 本来であれば、企業として、営業秘密・限定提供データ両制度での保護を見据えた管理を行っておく方が望ま
しいが、本要件のために、営業秘密と限定提供データでは、秘密管理の観点からは、別々の管理態様を求めて
いるとも解釈されるため、情報管理の現場で実際上どのような管理を施しておけばよいかが不透明。

将来的に、「秘密として管理されているものを除く」要件の再検討が必要か。論点
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②転得類型における善意取得者保護に係る適用除外（不競法19条1項8号イ）の善意の判断基準時

＜現行制度＞
➢ 不競法では、転得者の取引の安全を保護するために、取得時に不正な行為の介在等を知らずにデータを取得
した転得者（善意転得者）について、適用除外規定（法19条１項８号イ）を整備。

➢ 具体的には、取引によって、限定提供データを取得した善意転得者が、取引によって取得した権限の範囲内で
行う開示行為を適用除外としている。

第十九条 第三条から第十五条まで、第二十一条（第二項第七号に係る部分を除く。）及び第二十二条の規定は、次の各号に掲げる不正競争の区分に応じ
て当該各号に定める行為については、適用しない。
八 第二条第一項第十一号から第十六号までに掲げる不正競争
次のいずれかに掲げる行為

イ 取引によって限定提供データを取得した者（その取得した時にその限定提供データについて限定提供データ不正開示行為であること又はその限定
提供データについて限定提供データ不正取得行為若しくは限定提供データ不正開示行為が介在したことを知らない者に限る。）がその取引によっ
て取得した権原の範囲内においてその限定提供データを開示する行為

３．制度課題②－施行後に実務・制度実装の観点等から指摘されている課題

＜制度施行後に指摘されている課題＞
➢ 条文上、「取引によって限定提供データを取得した者（その取得した時にその限定提供データについて限定提
供データ不正開示行為であること…を知らない者に限る）」と規定しているところ、善意の判断基準時は、「限
定提供データを取得した時」と考えられる。

➢ 善意の判断基準時を、データ取得時と考える場合、例えば、プラットフォーマーAが、データ提供者Bとの間で継
続的なデータ提供契約を締結したうえ、取得したデータを加工等してさらに別の者に提供するサービスを行ってい
た場合に、AがBとの契約締結時にはBが保有するデータについて限定提供データ不正開示行為が介在していた
こと等について、善意であったとしても、契約期間中に悪意に転じた場合には、それ以降は悪意の転得類型とし
て整理され、適用除外にも当たらないため、限定提供データを取得、使用、開示する行為はいずれも不正競争
に該当する可能性（2条1項12号、15号）。このような整理は、取引の安全性を害することにならないか。

「取引の安全性」の観点からは、善意の判断基準について、データ取得時ではなく、契約締結時（権
原の取得時）に再整理をすることの検討が必要か。

論点



（参考）民事規律の見直しによる保護強化（第12回・第13回論点）

14

⚫ 本小委員会として検討を加えている民事訴訟制度上の各課題について、制度見直し・解釈の明
確化も、データ保護の実効性確保（限定提供データ制度の強化）につながることとなる。

 ライセンシーの保護制度

• オープンイノベーションの進展等を背景に、自社技術（ノウハウ）やデータを他者にライセンスする機会は増加。一方で、不
競法には、特許法や著作権法並びの、ライセンシー保護に係る規定がないため、ライセンサーの事業譲渡や破産の場合
に、ノウハウ等の使用ができなくなる事態も想定される。このため、ライセンシーの保護に係る規定創設の必要性を検討。

→ 限定提供データのライセンシー保護につながり、データのライセンス契約を活性化することに寄与。

 損害賠償額算定規定の見直し

• 原告の立証負担軽減の観点から、損害賠償額を容易に算定するための「損害賠償額算定規定」が存在するが、対象
が限定されているとの問題が存在。データの価値の高まりに着目し、現行、「技術上の秘密」に限るとされている規定に
ついて、より広く営業秘密全般に活用し得るようにする等の見直しを検討。

→ データの不正取得事案への活用に関して予見可能性が高まることによって、「データ保護」の実効性確保に寄与。

 立証負担の軽減
• 営業秘密侵害事案の原告側の立証責任緩和措置である「使用の推定規定」（５条の２）について、「技術上の秘

密」以外、例えば、近年重要性を増している「データ」そのものの不正持出事案にも活用できるよう、対象の営業秘密の
拡充を検討するとともに、対象行為類型の拡充を検討。（あわせて、限定提供データ侵害に対する５条の２の適用を
検討。）

→ 技術情報以外、データそのものの不正取得にも「使用の推定規定」を活用できるよう拡充することによってデータ

保護の実効性確保に寄与。



（改訂案に関するご意見）

⚫ 今回提示した改訂案に関する御意見。（→①提供要件、②電磁的管理と社内管理、③電磁的管理の対象、
④任務違背、⑤転得類型における悪意の事例追加、⑥転得類型とデータの同一性、⑦請求権者の記載追記、
に関する御意見）

⚫ 今回提示した改訂ポイント以外に、追記・明確化すべき点はあるか。

４．限定提供データの運用・制度上の課題 ～検討の視点・論点（総括①）～
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＜限定提供データに関する指針の改訂＞



４．限定提供データの運用・制度上の課題 ～検討の視点・論点（総括②）～
＜限定提供データに関する制度課題＞

（①制度創設時に措置を見送った事項に関するご意見）

⚫ 制度施行後の実態・経済社会情勢の変化等を踏まえ、制度創設時に措置を見送った事項（①限定提供
データ侵害の刑事罰化、②限定提供データ侵害品の譲渡等規制、③転得類型における重過失規制、④
悪意転換後の使用行為規制）について、新たに追加の措置をすべき必要性や状況の変化が認められるか。
（※「①限定提供データ侵害の刑事罰化」について、重要データの海外流出の防止の観点から、例えば、限定提供データの侵害行

為のうち、「海外での使用目的での行為」（参考：営業秘密侵害の海外重罰規定）のみを刑事罰の対象とすることによって、不正

持出への抑止力強化を図ることは検討に値するか。）

（②制度施行後に指摘されている制度的課題）

⚫ 「秘密として管理されているものを除く」要件の再検討：

➢ 営業秘密と限定提供データ両制度による保護の間隙は実態上どの程度生じ得るか。また、本要件は、
どの程度、企業の情報管理の実務に懸念を生じさせているか。

➢ 現規定の解釈によって、両制度による保護の間隙を埋めることは可能か（どのような解釈が上記懸念を
解決する助けとなり得るか）。解釈による対応に限界がある場合、将来、同要件の再検討が期待され
るか。

⚫ 善意取得者保護に係る適用除外の善意の判断基準：

➢ 善意の判断基準時を、データ取得時と考える場合、実態上、どの程度データ取得者の取引の安全を害
することになるか。

➢ 現規定の解釈によって、データ取得者の取引の安全を確保することは可能か。解釈による対応に限界が
ある場合、善意の判断基準時について、データ取得時ではなく、契約締結時（権原取得時）を基準と
する形に修正を図ることを検討する必要があるか。

⚫ その他、検討すべき制度施行後の制度的課題はあるか。 16


